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新 旧 

店頭外国為替証拠金取引（DMM FX）約款 

 

（第 1 条～第 4 条 省略） 

 

第 5 条 （口座の開設） 

1 お客様は、本約款に定める店頭外国為替証拠金取引を行うことを目的

として、当社所定の「店頭外国為替証拠金取引（DMM FX）約款」 及

び「店頭外国為替証拠金取引（DMM FX）説明書（契約締結前交付書

面）」、その他当社の定める規則等に同意の上、取引時確認の手続等、当

社所定の手続により店頭外国為替証拠金取引口座（以下「本口座」とい

う）の開設の申込を行うものとします。申込にあたっては、以下の各号

の要件を満たしていることを必要とします。  

≪個人のお客様の場合≫ 

(1) 本取引のリスク・商品の性格・仕組・内容について十分理解してい

ること。  

(2) ご自身の判断と責任により店頭外国為替証拠金取引を行うことがで

きること。 

(3) 日本国内に居住する満 20歳以上 75歳未満の行為能力を有する個人

であること。 

(4) 本取引にかかる法令その他諸規則又は定款、その他の内規に違反せ

ず、本取引のために必要な法令上の条件を満たしていること。 

(5) ご自身専用でかつパソコン又はスマートフォンで利用できる電子メ

ールアドレスをお持ちであること（他の方と共有のメールアドレス

店頭外国為替証拠金取引（DMM FX）約款 

 

（第 1 条～第 4 条 省略） 

 

第 5 条 （口座の開設） 

1 お客様は、本約款に定める店頭外国為替証拠金取引を行うことを目的

として、当社所定の「店頭外国為替証拠金取引（DMM FX）約款」 及

び「店頭外国為替証拠金取引（DMM FX）説明書（契約締結前交付書

面）」、その他当社の定める規則等に同意の上、取引時確認の手続等、当

社所定の手続により店頭外国為替証拠金取引口座（以下「本口座」とい

う）の開設の申込を行うものとします。申込にあたっては、以下の各号

の要件を満たしていることを必要とします。  

≪個人のお客様の場合≫ 

(1) 本取引のリスク・商品の性格・仕組・内容について十分理解してい

ること。  

(2) ご自身の判断と責任により店頭外国為替証拠金取引を行うことがで

きること。 

(3) 日本国内に居住する満 20歳以上 75歳未満の行為能力を有する個人

であること。 

(4) 本取引にかかる法令その他諸規則または定款、その他の内規に違反

せず、本取引のために必要な法令上の条件を満たしていること。 

(5) ご自身専用でかつパソコンで利用できる電子メールアドレスをお持

ちであること（他の方と共有のメールアドレスでのお申込は受け付
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でのお申込は受け付けておりません）。 

(6) パソコン又は当社所定のアプリをインストールして使用することが

可能なスマートフォンでお取引することができる環境があること。 

(7) 当社からの電子メール又は、電話で常時連絡をとることができるこ

と。 

(8) 適宜、当社ホームページに掲載しているお知らせをご確認頂けるこ

と。 

(9) ご自身でインターネットを通して取引・確認・管理が行えること。 

(10) 契約締結前交付書面、契約締結時交付書面、約款、取引残高報告

書、証拠金の受領に係る書面その他法令規則上交付すべき書面を電

磁的方法により提供することを、書面又は電磁的方法よりご承諾頂

けること。 

(11) 振込先預金口座は、国内に存するご本人様名義の金融機関口座を

指定すること。 

(12) 当社の定める｢個人情報の取扱いについて｣に同意し、本人確認書

類として当社の指定するものをご提出いただけること。 

(13) 当社から交付された日本語による諸通知の記載内容が理解でき

ること及び、日本語による電話等での会話ができ、意思の疎通に支

障がないこと。 

(14) 反社会的勢力について以下の点を誓約すること。 

・ 現在、且つ将来にわたって、暴力団員・暴力団準構成員・総会屋・

社会運動標榜ゴロ等の反社会的勢力に該当しないこと。 

・ 現在、且つ将来にわたって、反社会的勢力の企業の役職員ではな

いこと。 

けておりません）。 

(6) パソコンでお取引することができる環境があること。 

 

(7) 当社からの電子メール又は、電話で常時連絡をとることができるこ

と。 

(8) 適宜、当社ホームページに掲載しているお知らせをご確認頂けるこ

と。 

(9) ご自身でインターネットを通して取引・確認・管理が行えること。 

(10) 契約締結前交付書面、契約締結時交付書面、約款、取引残高報告

書、証拠金の受領に係る書面その他金融商品取引法上交付すべき書

面を電磁的方法により提供することを、書面又は電磁的方法よりご

承諾頂けること。 

(11) 振込先預金口座は、国内に存するご本人様名義の金融機関口座を

指定すること。 

(12) 当社の定める｢個人情報の取扱いについて｣に同意し、本人確認書

類として当社の指定するものをご提出いただけること。 

(13) 当社から交付された日本語による諸通知の記載内容が理解でき

ること及び、日本語による電話等での会話ができ、意思の疎通に支

障がないこと。 

(14) 反社会的勢力について以下の点を誓約すること。 

・ 現在、且つ将来にわたって、暴力団員・暴力団準構成員・総会屋・

社会運動標榜ゴロ等の反社会的勢力に該当しないこと。 

・ 現在、且つ将来にわたって、反社会的勢力の企業の役職員ではな

いこと。 
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・ 自ら又は第三者を利用して、暴力的な行為、法的な責任を超えた

不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし又は暴力を用い

る行為、風説を流布し偽計を用い又は威力を用いて当社の信用を

毀損し又は当社の業務を妨害する行為等を行わないこと。 

・ マネーロンダリング等の公序良俗に反する取引、その他不法又は

不正の疑いのある取引に利用するために取引を行わないこと。 

・ 上記に関して虚偽の申告をし、若しくはいずれかに該当する行為

をしたと当社が判断した場合には、取引が停止され、又は通知に

より口座が解約されても異議申立てをしないこと。また、これに

より損害が生じた場合でも、全て自己の責任とすること。 

※「反社会的勢力」には、法令規則その他の事情に鑑み、当社が反

社会勢力と認めたものを含みます。 

（15）日本証券業協会及び一般社団法人金融先物取引業協会並びに日本商

品先物取引協会の会員の役職員等ではないこと。 

（16）その他当社が定める基準を満たしていること。 

 

≪法人のお客様の場合≫ 

(1) 日本国内で本店又は支店が登記されている法人であること。 

(2) 商業登記上の本店又は支店にて郵便物の受け取りが可能なこと。 

(3) 本取引にかかる法令その他諸規則又は定款、その他の内規に違反せ

ず、本取引のために必要な法令上の条件を満たしていること。 

(4) 取引担当者の判断と責任により本取引を行うことができること。 

(5) 法人様専用でかつパソコンで利用できる電子メールアドレスをお持

ちであること（他の方と共有のメールアドレスでのお申込は受け付

・ 自らまたは第三者を利用して、暴力的な行為、法的な責任を超え

た不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし又は暴力を用

いる行為、風説を流布し偽計を用い又は威力を用いて当社の信用

を毀損し又は当社の業務を妨害する行為等を行わないこと。 

・ マネーロンダリング等の公序良俗に反する取引、その他不法又は

不正の疑いのある取引に利用するために取引を行わないこと。 

・ 上記に関して虚偽の申告をし、若しくはいずれかに該当する行為

をしたと当社が判断した場合には、取引が停止され、または通知

により口座が解約されても異議申立てをしないこと。また、これ

により損害が生じた場合でも、全て自分の責任とすること。 

※「反社会的勢力」には、法令その他の事情に鑑み、当社が反社会

勢力と認めたものを含みます。 

（新設） 

 

（15）その他当社が定める基準を満たしていること。 

 

≪法人のお客様の場合≫ 

(1) 日本国内で本店又は支店が登記されている法人であること。 

(2) 商業登記上の本店又は支店にて郵便物の受け取りが可能なこと。 

(3) 本取引にかかる法令その他諸規則または定款、その他の内規に違反

せず、本取引のために必要な法令上の条件を満たしていること。 

(4) 取引担当者の判断と責任により本取引を行うことができること。 

(5) 法人様専用でかつパソコンで利用できる電子メールアドレスをお持

ちであること（他の方と共有のメールアドレスでのお申込は受け付
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けておりません）。 

(6) パソコンでお取引することができる環境があること。 

(7) 当社からの電子メール又は電話で常時連絡をとることができるこ

と。 

(8) 適宜、当社ホームページに掲載しているお知らせをご確認頂けるこ

と。 

(9) 契約締結前交付書面、契約締結時交付書面、約款、取引残高報告書、

証拠金の受領に係る書面、その他法令規則上交付すべき書面を電磁

的方法により提供することを、書面又は電磁的方法よりご承諾頂け

ること。 

(10) 振込先預金口座は、国内に存する法人様名義の金融機関口座を指

定すること。 

(11) 当社の定める｢個人情報の取扱いについて｣に同意し、本人確認書

類をご提出いただけること。 

(12) 反社会的勢力について以下の点を誓約すること。 

・ 現在、且つ将来にわたって、暴力団員・暴力団準構成員・総会屋・

社会運動標榜ゴロ等の反社会的勢力に該当しないこと。 

・ 自ら又は第三者を利用して、暴力的な行為、法的な責任を超えた

不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし又は暴力を用い

る行為、風説を流布し偽計を用い又は威力を用いて当社の信用を

毀損し又は当社の業務を妨害する行為等を行わないこと。 

・ マネーロンダリング等の公序良俗に反する取引、その他不法又は

不正の疑いのある取引に利用するために取引を行わないこと。 

・ 上記に関して虚偽の申告をし、若しくはいずれかに該当する行為

けておりません）。 

(6) パソコンでお取引することができる環境があること。 

(7) 当社からの電子メール又は電話で常時連絡をとることができるこ

と。 

(8) 適宜、当社ホームページに掲載しているお知らせをご確認頂けるこ

と。 

(9) 契約締結前交付書面、契約締結時交付書面、約款、取引残高報告書、

証拠金の受領に係る書面、その他金融商品取引法上交付すべき書面

を電磁的方法により提供することを、書面又は電磁的方法よりご承

諾頂けること。 

(10) 振込先預金口座は、国内に存する法人様名義の金融機関口座を指

定すること。 

(11) 当社の定める｢個人情報の取扱いについて｣に同意し、本人確認書

類をご提出いただけること。 

(12) 反社会的勢力について以下の点を誓約すること。 

・ 現在、且つ将来にわたって、暴力団員・暴力団準構成員・総会屋・

社会運動標榜ゴロ等の反社会的勢力に該当しないこと。 

・ 自らまたは第三者を利用して、暴力的な行為、法的な責任を超え

た不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし又は暴力を用

いる行為、風説を流布し偽計を用い又は威力を用いて当社の信用

を毀損し又は当社の業務を妨害する行為等を行わないこと。 

・ マネーロンダリング等の公序良俗に反する取引、その他不法又は

不正の疑いのある取引に利用するために取引を行わないこと。 

・ 本号に関して虚偽の申告をし、若しくはいずれかに該当する行為
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をしたと当社が判断した場合には、取引が停止され、又は通知に

より口座が解約されても異議申立てをしないこと。また、これに

より損害が生じた場合でも、全て自己の責任とすること。 

※「反社会的勢力」には、法令規則その他の事情に鑑み、当社が反

社会的勢力と認めたものを含みます。 

(13) 取引及び取引に付随する行為について権限を有する個人（以下

「取引担当者」といいます。）を選任すること、並びに取引担当者は、

当社が定める基準を満たしていること。 

(14) その他当社が定める基準を満たしていること。 

 

 ※当社の定める「取引担当者」の基準の主なものは以下のようになって

おります。 

 ＜取引担当者基準＞ 

○ 取引担当者は 1 口座につき 1 名。 

○ 取引担当者と法人代表者は同一でも可能。 

○ 法人代表者に代わり当社との取引について、責任及び権限がある

こと。 

○ 日本国内に居住する満20歳以上満75歳未満の行為能力を有する

個人であること。 

○ 口座名義人である法人の役職員であること。 

○ 反社会的勢力について以下の点を誓約すること。 

 現在、且つ将来にわたって、役職員が暴力団員・暴力団準構

成員・総会屋・社会運動標榜ゴロ等の反社会的勢力に該当し

ないこと。 

をしたと当社が判断した場合には、取引が停止され、または通知

により口座が解約されても異議申立てをしないこと。また、これ

により損害が生じた場合でも、全て自分の責任とすること。 

※「反社会的勢力」には、法令その他の事情に鑑み、当社が反社会

的勢力と認めたものを含みます。 

(13) 取引及び取引に付随する行為について権限を有する個人（以下

「取引担当者」といいます。）を選任すること、並びに取引担当者は、

当社が定める基準を満たしていること。 

(14) その他当社が定める基準を満たしていること。 

 

 ※当社の定める「取引担当者」の基準の主なものは以下のようになって

おります。 

 ＜取引担当者基準＞ 

○ 取引担当者は 1 口座につき 1 名。 

○ 取引担当者と法人代表者は同一でも可能。 

○ 法人代表者に代わり当社との取引について、責任及び権限がある

こと。 

○ 日本国内に居住する満20歳以上満75歳未満の行為能力を有する

個人であること。 

○ 口座名義人である法人に籍があること。 

○ 反社会的勢力について以下の点を誓約すること。 

 現在、且つ将来にわたって、役職員が暴力団員・暴力団準構

成員・総会屋・社会運動標榜ゴロ等の反社会的勢力に該当し

ないこと。 
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 現在、且つ将来にわたって、反社会的勢力の企業の役職員で

はないこと。 

 自ら又は第三者を利用して、暴力的な行為、法的な責任を超

えた不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし又は暴

力を用いる行為、風説を流布し偽計を用い又は威力を用いて

当社の信用を毀損し又は当社の業務を妨害する行為等を行わ

ないこと。 

 マネーロンダリング等の公序良俗に反する取引、その他不法

又は不正の疑いのある取引に利用するために取引を行わない

こと。 

 上記に関して虚偽の申告をし、若しくはいずれかに該当する

行為をしたと当社が判断した場合には、取引が停止され、又

は通知により口座が解約されても異議申立てをしないこと。

また、これにより損害が生じた場合でも、全て自己の責任と

すること。 

※「反社会的勢力」には、法令規則その他の事情に鑑み、当社が反

社会的勢力と認めたものを含みます。 

○ 取引担当者の判断と責任により店頭外国為替証拠金取引を行う

ことができること。 

○ その他当社が定める基準を満たしていること。 

（以下、省略） 

 

（第 6 条～第 29 条 省略） 

 

（新設） 

 

 自らまたは第三者を利用して、暴力的な行為、法的な責任を

超えた不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし又は

暴力を用いる行為、風説を流布し偽計を用い又は威力を用い

て当社の信用を毀損し又は当社の業務を妨害する行為等を行

わないこと。 

 マネーロンダリング等の公序良俗に反する取引、その他不法

又は不正の疑いのある取引に利用するために取引を行わない

こと。 

 本号に関して虚偽の申告をし、若しくはいずれかに該当する

行為をしたと当社が判断した場合には、取引が停止され、ま

たは通知により口座が解約されても異議申立てをしないこ

と。また、これにより損害が生じた場合でも、全て自分の責

任とすること。 

※「反社会的勢力」には、法令その他の事情に鑑み、当社が反社会

的勢力と認めたものを含みます。 

○ 取引担当者の判断と責任により店頭外国為替証拠金取引を行う

ことができること。 

○ その他当社が定める基準を満たしていること。 

（以下、省略） 

 

（第 6 条～第 29 条 省略） 
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第 30 条 （携帯電話等向け取引システム） 

（第 1 項 省略） 

2 当社がモバイル取引機器用に提供する本取引システムでは、取引方法

等に一部制限があります。モバイル取引機器のうち、フィーチャーフォ

ン用の本取引システムについては、本取引に必要な全ての機能を備えて

いないため、補助的な手段としてのみ利用することとします。 

 

 

（以下、省略） 

 

 

平成 29 年 2 月 4 日 改訂 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 30 条 （携帯電話等向け取引システム） 

（第 1 項 省略） 

2 当社がモバイル取引機器用に提供する本取引システムは、本取引に必

要な全ての機能を備えているわけではありません。お客様は、パーソナ

ルコンピューター用の本取引システムを利用できる環境を用意し、モバ

イル取引機器用の本取引システムは、補助的な手段としてのみ利用する

こととします。 

 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


